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 Time‑limit for Tender : 17 : 00, March 23,

2016

 Contact point for the notice : Yoshimitsu

Fujita, Accounting Group, National Insti‑

tute of Advanced Industrial Science and

Technology, AIST Central 7 111 Hi‑
gashi, Tsukuba‑shi, Ibaraki‑ken, 3058567
Japan. TEL 0298612982

〇産総第 96 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 反射率測定・石炭組
織成分解析用顕微鏡装置 １式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 平成28年６月30日
 納入場所 国立研究開発法人産業技術総合
研究所つくば中央第七事業所 〒3058567
茨城県つくば市東１１１
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の８パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の108分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058567 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くば中央第七事業所研究業務推進室会計グ
ループ 藤田 義光 電話0298612982
 入札説明書の交付期間及び方法 平成28年
２月２日から平成28年２月23日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 平成28年２月
23日14時 国立研究開発法人産業技術総合研
究所 つくば中央第七事業所７１棟３階
321号室
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
平成28年３月14日17時 国立研究開発法人
産業技術総合研究所 つくば中央第七事業所
研究業務推進室会計グループ
 入札書の受領期限 平成28年３月23日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 平成28年３月24日15
時 国立研究開発法人産業技術総合研究所
つくば中央第七事業所７１棟３階321号室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Shinichi Nagayama Di‑

rector‑Procurement Division for National

Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Microscope for Vitrinite Ref‑

lectance Measurement and Organic Petrog‑

ical Analysis 1 set

 Delivery period : June 30, 2016.

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2013, 2014 and 2015)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, March 23,

2016

 Contact point for the notice : Yoshimitsu

Fujita, Accounting Group, National Insti‑

tute of Advanced Industrial Science and

Technology, AIST Central 7 111 Hi‑
gashi, Tsukuba‑shi, Ibaraki‑ken, 3058567
Japan. TEL 0298612982

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年２月２日
契約責任者 西日本高速道路株式会社

代表取締役社長 石塚 由成

◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 27
〇第 48 号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 発炎筒購入単価契約
発炎筒 約315160本
数量は予定数量であり、契約数量を保証す
るものではない。
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日の翌日から平成29年
３月31日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法
 入札金額は、各項目の単位あたりの税抜
単価に予定数量を乗じた価額の総価を記載
すること。
 落札決定にあたっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の８％に相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を四捨五入す
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約希望金額の108
分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」又は「物品の販売」の「Ａ」、
「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている
者であること。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１

項第１号、第２号、第３号又は第４号のいず
れかに該当する者においては、上記２の等
級の格付けにかかわらず入札に参加すること
ができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（平成25年１月
15日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。

 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。

２ 競争参加資格
 西日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第７号）第６条の規定に該当
しない者であること。
 維持管理役務、物品・役務及び労働者派遣
における取引停止事務処理要領（平成21年要
領第150号）に基づく取引停止の対象者に該
当しない者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出時に過去
３ヶ月以内に発行された納税証明書（国税通
則法施行規則別紙第９号書式（その３、その
３の２、その３の３のいずれか））の写しを提
出できる者であること。
 警察当局から、暴力団員等が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずるものとして、
公共工事等からの排除要請があり、当該状態
が継続している者でないこと。
 道路作業用発炎筒※に係る販売実績又は納
入実績を有することを証明した者であるこ
と。
※「通商産業省告示 第二百三十七号」に該
当する緊急保安炎筒又は「通商産業省告示
第五百四十七号」に該当する信号焔管
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